























































































































































































































































































































































































































第 159回国会に提出された（閣法46号）（2004年 2月 20日）。これが、第162回国会で審査
未了廃案となった後、第163回国会に再度提出されたが（閣法22号）（2005年 10月 4日）、
第 171回国会で再び審査未了廃案となった。その後、独立共謀罪の新設に係る改正案が除
かれ、第 177回国会に提出され（閣法 42号）（2011年 4月 1日）、可決成立した（同年 6月




























































































































































































































































































































































78） 最大判平成 15・4・23刑集 57・4・467は、先行する抵当権設定行為の存在は、後行の
所有権移転行為についての業務上横領罪（刑法253条）の成立を妨げないとした。
79） 深町・前掲注（35）34頁は、児童ポルノ法について「陳列と提供とで侵害される法益が
異なるとすれば」観念的競合となるとする。しかし、「製造」との間ならばともかく、同
じく児童ポルノの拡散に関する規制である「陳列」と「提供」との間で、法益が異なると
解す余地はないであろう。渡邊・前掲注（9）167頁、同・前掲注（75）4頁以下参照。
Ⅳ　結語
以上のように、実務においては、「頒布」概念についても「陳列」概念につ
いても、立法当初の想定よりも広く解されている。とりわけ、「記録」を客体
とする新たな「頒布」概念については、その包摂範囲が拡大し、従来は「陳列」
に包摂されてきた事案までをも取り込む解釈が為されている。擬律の混乱を回
避するためには、両者の関係に即した、限定的な定義を模索すべきである。
もっとも、「頒布」という文言から導かれる従来の解釈との連続性を度外視
するならば、実務における包摂範囲の拡大は、少なくとも「頒布」概念につい
ては説明可能である。問題は、「頒布」と「陳列」との関係であるが、「頒布」
を目的とした「陳列」について、わいせつ物陳列罪の成立をも認めるためには、
「陳列」概念の限定的理解が前提とされるべきである。その上で、同罪の成立
可能性が認められた場合も、わいせつ物頒布罪ないしわいせつ記録送信頒布罪
との罪数関係について、慎重に検討すべきである。
（わたなべ・たくや　筑波大学法科大学院准教授）
わいせつ情報とわいせつ罪の行為態様・再論
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80） 新庄＝河原・前掲注（29）48頁、伊藤・前掲注（49）84頁以下、神谷・前掲注（11）235頁、
本庄・前掲注（53）190頁。野村・前掲注（47）106頁は、危険性の程度が異なることを根拠に、
わいせつ物陳列罪がわいせつ物頒布罪に「吸収」され、後者のみ成立すると解すべきとする。
